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この１⽉に始まった通常国会で、政府は新たな「⽇本学術会議法」を制定しようとして
います。すでに「⽇本学術会議法案（仮称）の概要」（以下、「概要」）と題する政府⽂書が、
報道機関等を通じて伝えられています。新たな法案は、国の公的な機関として政府に対し
て独⽴して科学的助⾔を⾏ってきた⽇本学術会議（以下、学術会議）を廃⽌し、「特殊法⼈」
に組織変更しようとするものです。 

学術会議は、「わが国の平和的復興、⼈類社会の福祉に貢献し、世界の学界と提携して学
術の進歩に寄与することを使命」として設⽴され（⽇本学術会議法前⽂）、その⽬的を「わ
が国の科学者の内外に対する代表機関として、科学の向上発達を図り、⾏政、産業及び国
⺠⽣活に科学を反映浸透させること」とし（同法 2 条）。「科学に関する重要事項を審議し、
その実現を図ること」「科学に関する研究の連絡を図り、その能率を向上させること」を
独⽴して⾏うことを職務としています（同法 3 条）。そして、そのような⽬的と職務を果た
すために、政府に対する勧告権が付与されています（同法 5 条）。学術会議は、これまでそ
の職務を全うしてきました。 

学術会議の「協⼒学術研究団体」である本学会は、現在の法⼈化問題について強い関⼼
を持っており、法案が確定された際には、これを法律学の⽴場から全⾯的に検討し意⾒を
述べることを検討していますが、現時点において、「概要」に⾒られる以下 2 つの懸念点か
ら、この「概要」に基づく法案の策定に反対します。 
1. 今回の法案は、現在の⽇本学術会議を廃⽌し、「独⽴した法⼈格を有する組織：特殊法

⼈」に変更するものですが、そもそも、そのような組織変更を、学術会議の同意なし
におこなうことが可能なのか、そのような同意は、いつどのようにとられたのか、ま
たこれからとる予定なのか、まったく不明です。このことは、「協⼒学術研究団体」に
も知らされるべき重要な事柄ですが、現時点で、このことについての周知、連絡は⼀
切ありません。このような⼿続きで学術会議の廃⽌にもとづく組織変更が⾏われるこ
とに、深刻な懸念を表明します。 

2. 「概要」は、新たな学術会議の「発⾜時の会員の選定」を、「多様な関係者から推薦を
求め、よりオープンで慎重かつ幅広い⽅法により⾏う」としていますが、これは、き
わめて抽象的であり、現在の学術会議について⽇本学術会議法が定める「学術会議に
よる選考」に込められた会員⼈事の⾃律性、独⽴性が損なわれるおそれが排除されて
いません。学術会議の会員⼈事の⾃律性、独⽴性は、「科学者の総意の下に」設⽴され
る学術会議が、「わが国の科学者の内外に対する代表機関」たる上で、その根幹にかか
わるものです。このような「発⾜時の会員の選定」⽅法について、重⼤な懸念を表明
します。 



その他、「概要」では、学術会議内の機関としての「監事」や、会員の選任に関わる「選
定助⾔委員会」、活動に関わる「評価委員会」など、新たな仕組みが構想されていますが、
これらが現在の学術会議を変質させるおそれがないのか、今後提案が予想される正式の法
案について慎重に検討し、本学会としての意⾒を取りまとめることといたします。 

以上の 2 点から、政府作成の「概要」に基づく⽇本学術会議の法⼈化に対して、本学会
として反対の意思を表明いたします。 
 


